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はじめに
今日、グローバル化に伴う経済成長、人口増加、食糧資源への需要の拡大によって、世界的規模での水資源の確保
が緊急な課題となっているだけでなく、水資源をめぐる紛争がさらに深刻化する可能性が高まっている。とりわけ国際河川流域は水資源の利用において複数の国家が競合する空間でもあり、国際紛争が発生する可能性が高 地域
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なっている。世界には二六三の国際河川流域が存在するといわれ、地理的にみるとヨーロッパ
（六九）
がもっとも多
く、以下アフリカ
（五九）
、アジア
（五七）
、北米
（四〇）
、南米
（三八）
と続いてい
る
）（
（
（
表
1参照）
。これら国際河川流域
は地球の陸地面積のほぼ半分を占めると同時に、世界人口の約四〇パーセントの生活空間 なっており、それだけにこれらの空間での水資源の配分をめぐる問題は重要なものとなっている。こうした状況 おいて水資源をめぐるガバナンスとレジームの確立が急がれる課題ではあるが、今日においてグローバルなレベルでの有効な水ガバナンスと水レジームの体制が整っているとはいえない状況に 。
水資源は人間生活と密接に結びついていたために、それに関連する紛争、管理、ルールの歴史は古く、古代メソポ
タミア文明、イ ダス文明、古代エジプト文明、古代中国文明の四大文明にまで溯るこ ができる。たとえば古代メソポ のウル ム法典には、他人の畑を灌漑した者はその対価として一定量の穀物を受け取るという記述が存在
し
）（
（
、また中国において最古の王朝とされている夏の皇帝であった禹は、中国における歴史上の最初の水管理者とさ
れている
）（
（
。人間の文明は河川を中心が発展したために、 水資源の配分という問題は歴史のなかでつねに重要な社会的・
政治的な問題の一つを占めてきたが、 古代文明にお は専制的 権力が水管理におい 大きな役割を果たして たこの点に関しては、カール・ウィットフォーゲルが『東洋的専
制
）（
（
』
のなかで、水力社会の政治的支配を東洋的専制と
いう政治体制と結びつけたことでよく知られている。
しかし、水法に関して歴史的にみると、紀元前五〇〇年から紀元一六〇〇年頃にかけて宗教がそれに大きな影響を
与えたと とできる。ヒンズー教、仏教、キリスト教、イスラ 教 拡大によって、各宗教における水に関連する法は、国際的な法制度へ浸透していった。たとえば ヒ ズー教 法 、水の私的所有権は認められず、
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水は持続的に通過し移動するフローとみなされるものもあった。こうした視点はイスラム法にもみられ、イスラム法のなかには水に対する限定された所有権は認めら ているとはいえ、水は神からの賜物であるということから商品化されないとするものもあっ
た
）（
（
。イスラムにおいて水に関する法が重要であったのは、その信仰が乾燥地帯で発生した
からであるといわれている。イスラム帝国の時代には、水に関する法はその支配領域にまで拡大したが、近代以降、キリスト教のヨーロッパ世界が非ヨーロッパ世界を植民地化するにつれて、 宗教法に対 て世俗法が拡大して った。
一八世紀後半以降になると、ヨーロッパの産業革命によって、ヨーロッパ内部で財や物質の大きな動きが生じ、各
国政府や産業は河川を主要な輸送手段とした。一九世紀初頭まで、ヨーロッパにおいて河川が国際的な交通手段となっていた。このため航行のための河川 利用の拡大には規制が必要になり、ナポレオン戦争後のウィーン会議で締結された一八一五年 ウィーン最終議定書は、河川 すべての流域国に対する航行の自由 原則を確立し
た
）（
（
。 『国際
淡水協定アトラス』による
と
）（
（
、紀元八〇五年から一九八四年までに三六〇〇以上の国際水協定が作られたとされ、そ
の水協定の多くは航行問題に関する協定であり、水資源の消費、灌漑、漁業、発電など非航行的な利用に関する協定に限ってみると、一八二〇年以降だけでも四〇〇の水協定が存在しているという。
国際河川の利用に関しては、一九六六年に「国際河川水の利用に関するヘルシンキ規則」が採択され、その後、国
際法委員会
（ＩＬＣ）
による準備活動の結果、 一九九七年に「国際水路の非航行的利用に関する国連条約」が採択され、
さらに二〇〇四年、国際法協会
（ＩＬＡ）
は「水資源に関するベルリン規則」を承認した。このように国際水路にお
ける水資源の利用 関し は、国際レジームの形成が進め れてきた。本稿では、ヘルシンキ規則から「国際水路非航行的利用 関する国連条約」を経てベルリン規則に至る一連のレジ ム ついて検討 ることを通じて、グロ
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バルな水のガバナンスとレジームの現状と将来について考察したい。
Ⅰ
　
ヘルシンキ規則と「限定された領土主権」
一九五九年一一月二一日、国連総会は決議一四〇一
（
ⅩⅣ）
を採択し、そのなかで国際河川の利用に関する法的問題
に関する予備的な研究を開始する旨を示した。 その報告書は、 「その問題が法典化に適合しているかどうかを決定する」ためのものであっ
た
）（
（
。一九六六年にＩＬＡはヘルシンキで開催された第五二回の会議で、 「国際河川水の利用に関す
るヘルシンキ規
則
）（
（
」
を採択した。このヘルシンキ規則は国際河川の分野での最初の法典化の活動ではなく、それに先
立って国際法研究所
（ＩＩＬ）
は一九一一年に、航行以外の目的のための国際水路の利用のための国際規則に関する
先駆的なマドリッド決議を採択していた。このマドリッド決議の後に、国際法研究所は一九六一年に非海洋水域の利用
（航行以外）
に関するザルツブルク決議を出した。しかしながら、ヘルシンキ規則はもっとも野心的な取組であり、
非航行的利用だけでなく、航行的利用、浮揚木材、紛争の回避と解 のための手続きに関しても規定している
）（（
（
。
ヘルシンキ規則は、全体が六章三七条から構成され、第六章が「紛争の防止及び解決のための手続」となっている
ことから、実体法と手続法の両面を含むものとなっ る 第一条では、 「以下 章 定める国際法の一般的規則は、流域国間の条約、協定又は拘束力のある慣習による別段の定めがある場合を除くほか、国際河川流域水の利用に適用され
る
）（（
（
」
と規定されている。第二条では、国際河川流域の定義がなされ、 「表流水及び地下水を含み、共通の到達点
に流入する水系の集水域の限界により決定され 二カ国以上の国家にひろが 地理的範囲」であるとされている。こ
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表1　世界の5地域の越境河川流域の数と流域面積の割合
越境河川流域
の数
国際流域にお
ける地域の割
合（％）
（ 地域の越境淡水河
川と帯水層（国の数）
（ 地域の越境淡
水河川と帯水層
（㎢）
ア フ リ カ （（ （（
コンゴ・ザイール（（（） （,（（（,000
ニジェール（（（） （,（（（,（00
ナイル（（（） （,0（（,（00
ザンベジ（（） （,（（（,（00
チャド湖（（） （,（（（,（00
ボルタ（（） （（（,（00
ア　ジ　ア （（ （0
アラル海（（） （,（（（,（00
ヨルダン（（） （（,（00
ガンジス・ブラーフ
マプトラ・メグナ（（）
（,（（（,（00
クラ・アラクス（（） （（（,（00
メコン（（） （（（,（00
チグリス・ユーフラ
テス／シャトルアラ
ブ（（）
（（（,000
タリム（（/（） （,0（（,（00
インダス（（） （,（（（.（00
ヨーロッパ （（ （（
ドナウ（（（） （（0,（00
ライン（（） （（（,（00
ネマン（（） （0,（00
ストルマ（（） （（,000
ヴィスツラ（（） （（（,000
北　　　米
中　　　米
（0 （（ ─ ─
南　　　米 （（ （（
アマゾン（（） （,（（（,（00
ラプラタ（（） （,（（（,（00
全　　　体 （（（ （（
出所：WWF, Water Conflict—Myth or Reality?, （0（（, p. （（.
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うしてヘルシンキ規則は、表流水と地下水の双方に適用されるが、越境的な地下水が国際的な法手段によって扱われるのはこれが最初であるといわれている。
第二章の第四条は、国際河川流域の「合理的かつ衡平な利用」についての規定であり、 「各流域国は、その領域内
において、国際河川流域水の有益な利用につき合理的かつ衡平な配分を享受する権利を有する」としている。この意味で、ヘルシンキ規則は、流域国間での国際河川 の「合理的で衡平な」利用の原則を国際水路法の基本原則として確立したといえる
）（（
（
。
そして第五条では、合理的かつ衡平な配分は、以下 具体的な事例において決定されるも とされた。⒜
　
特に各流域国の領域における流域のひろがりを含む流域の地理
⒝
　
特に各流域国の水 寄与分を含む 水文
⒞
　
流域に影響を与える気候
⒟
　
特に現在の水利用を含む流域水のこれまでの利用
⒠
　
各流域国の経済的及び社会的ニーズ
⒡
　
各流域国における流域水依存人口
⒢
　
各流域国の経済的及び社会的ニーズを充足する代替手段 費 比較
⒣
　
他の資源の利用可能性
⒤
　
流域水利用における不要な浪費 回避
⒥
　
諸利用間の紛争を調整する手段としての他の流域国に対 補償の実現可能性
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⒦
　
他の流域国に重大な損害を与えることなく流域国のニーズを充足させ得る程度
この第五条第二項
 ⒦
 に、 「他の流域国に重大な損害を与えることなく流域国のニーズを充足させ得る程度」という規
定があるので、ヘルシンキ規則においては、合理的かつ衡平な利用と損害回避義務の双方を尊重すべきとされると解される。そ 意味では、ヘルシンキ規則では、国際水路に関する「限定された領土主権」の概念が承認されているということができ 。
ヘルシンキ規則は、第六条において、 「ある利用又はある種類の利用が、他の利用玉は他の種類の利用に本来的に
優先することはな
い
）（（
（
」
と規定し、国際河川流域水の利用の種類に関して優劣をつけていない。したがって、利用に関
しては、航行的利用 非航行的利用の双方を含むものであり、国際的な流域の べての利用を平等に扱っている。この意味で ヘルシンキ規則は、国際河川の航行的利用と非航行的利用の双方を含む最初 国際法であるということができる
）（（
（
。そして第七条と第八条は、国際河川流域の現在の合理的利用を規定している。
国際河川流域水の衡平な利用については、第三章の第一〇条で規定されており、そこでは、 「国際河川流域水の衡
平な利用の原則に従い、国家は、⒜
 他の流域国の領域において重大な損害をもたらす国際河川流域の新規の水汚染又
は現在の水汚染の悪化を防止しなければならない。また、⒝
 他の流域国の領域において、重大な損害をもたらさない
よう国際河川流域 現在の水汚染を防除するため、すべて 合理的な措置をとらなければならな
い
）（（
（
」
とされている。
ここでは、合理的で衡平な利用 前提としつつ、同時に損害回避義務についても触れているが、基本的には衡平な利用を優位に置いているものと解される。
第四章の「航行」に関しては、第一二条で、この章は、二カ国以上の領土を分割あるいは交差する航行可能な河川
三六八
または湖沼部分にかかわるものであるであるとし、河川または湖沼が航行可能であるのは、それらが現在、商業的な航行の めに利用されている場合であるとし、第一三条では、各流域国は河川または湖沼 全域に関する自由航行の権利を有すると規定している
）（（
（
。
第五章の「浮揚木材」では、第二一条で、二カ国以上を流れる水路
（
w
atercourse ）
における浮揚木材は、浮揚が流
域国に適用される法または流域国を拘束す 慣習によ 航行の規則によって支配されている場合を除いて、以下の条文に従うものと 、第二二条では、航行のために利用される国際水路
（
international w
atercourse ）
に関して流域国は、
浮揚木材が水路での移動を許されるかどうか、 ま はいかな 条件のも で許されるかについては、 一般的同意によって決定するものとする している
）（（
（
。
そして第六章の「紛争の防止及び解決のための手続」では、 「流域国及び国際河川流域水における他国の法的権利
またはその他の利益 関する国際紛争の防止及び手続」
（第二六条）
に関して、第二七条では、以下の二点を規定して
いる。第一に、 「国家は、国連憲章に従い 国際の平和、安全及び正義を危うくしない方法で平和的手段により、自己の法的権利又はその他の利益に関 国際紛争を解決する義務があ
る
）（（
（
。 」
第二に、 「国家はこの章の第二九条から第
三四条にかけて定める紛争 防止及び解決の手段に漸進的に訴えるよう勧告する
）（（
（
。 」
ヘルシンキ規則は、国際河川水の航行的利用と非航行的利用に関する国際ルールであるから、国際水路の利用に関
してはさまざまな利用形態が想定されるが、利用形態については両者を同等に扱っ と うことが き 。 かし、国際水路の利用 つい は、すでにみてきたように、一八世紀後半から一九世紀 けて 、交通手段としての航行的利用が一般的な利用の仕方であった に対して 二〇世紀以降は 人口増加ととも 農業用灌漑や電力需要
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高まりによる水力発電など、非航行的利用が増えてきた。フランスとスペインの間で問題となったラヌー湖からの分流によるフランスの水力発電事業計画は、国際水路の非航行的利用に関するよく知られた国際紛争の事例である
）（（
（
。
このラヌー湖事件では、カロル川の上流国であるフランスは、絶対的な領土主権の立場をとらなかったが、そのか
わりにスペインの利益を考慮していること、そしてスペインへの水流は の発電所計画によって影響されないことを証明しようとし
た
）（（
（
。フランスは最初の段階で、一八六六年のスペインとのバイヨンヌ条約のなかで事前通報に
ついての規定があったために、事前通報なしにカロル川の分流に関する決定は行わないとし、問題が発生した場合はスペイン政府との合意で解決されるとしていた。またフランスの計画は、スペイン国境上流のカロル水系から分流するというものであった 、同時にスペインに流れる前 同量の水をカロル川に戻すというものであった。しかし、スペインの主張は、バイヨンヌ条約およびその追加議定書がフランスの計画推進には の同意が必要であるということであった。
国際司法裁判所は、スペインの主張を退けて、以下のように述べている。 「条約と追加議定書のなかには、…ある
いは国際法の一般的に受け入れられている原則のなかには、あ 国が実際に、国際的な義務 違反し 隣 に対して重大な損害を与える可能性のある状況に自らを置くこと ら自己の利益を守るために行動することを禁止するような規則は存在しな
い
）（（
（
。 」
そして国際司法裁判所は、スペインの事前同意の必要性について、国際法の一般的な原則に依
拠して、次のように述べている。 「国家間 予備的な協定が締結 た場合においてのみ 諸国が国際水路の水力を利用できるというルールは慣習法としては確立しておらず、一般的 原則としても確立されていない
）（（
（
。 」
こうしてスペインの主張は退けられたものの、Ｓ・マッカーフリーは、 「下流国に重大な損害が加えられると考え
三七〇
られる状況のもとで上流国が河川の水流を変えることを禁止するルールが存在する」 という裁判所の見解を引用して、当事国双方の立場と国際司法裁判所の立場は、 「限定された領土主権」の理論を支持しているとした
）（（
（
。
ラヌー湖事件で問題となった事前通報義務については、ヘルシンキ規則の第二九条で規定されている。まず第一項
で、 「法的権利又はその他の権利について流域国間で紛争が発生するのを防止するために、各流域国は、自己の領域内における流域水、流域水の利用、及び 域水に係わる諸活動に関して合理的に入手可能な関連情報を他の流域国に提供するよう勧告する」とし、つぎに第二項で、事前通報義務について以下のよう 規定している。 「国家は、特に、その流域における位置にかかわりなく、その利益が重大な影響を受けるおそれのある他の流域国に対して、第二六条のいう紛争を発生させ ような方法で流域を変更するおそれのある建設又は施設計画を通報する。当該通報には、それでもって受領国が当該変更のもたらす蓋然的影響を評価するの 不可欠な事実が含まれる。 」
このように、ヘルシンキ規則は、合理的で衡平な利用の原則を確立し、それを国際法の基本的な原則とし、同時に
事前通報義務を条文化した。ヘルシンキ規則は、他のＩＩＬとＩＬＡの規則や決議のように、そ 自体として公式地位や拘束的な効果をもっているわ ではない。しかし がら、その規則がＩＬＡで採択されてから「国際水路の非航行的利用に関する国連 約」が採択されるまでの三〇年のあいだ 国際水路 利用と保護を規制するためのもっとも権威のある規則として広く援用されてき
た
）（（
（
。その意味では、ヘルシンキ規則はその後の条約の実現において重要な
役割を果たし、そこ おけ 多 の規則や原則は国際水路 非航行的利用に関する国連条約に反映されている。
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Ⅱ
　
国際水路の非航行的利用に関する国連条約
一九七〇年一二月八日、国連総会は決議二六六九、すなわち「国際水路に関する国際法の規則の漸進的な発展と法
典化」というタイトルの決議のなかで、前述の一九五九年の国連総会決議一四〇一を想起しつつ、国際法委員会
（Ｉ
ＬＣ）
が漸進的な発展と法典化のために国際水路の非航行的利用法に関する研究を開始する旨を勧告し
た
）（（
（
。この国連
決議のなかでは、水の重要性に関して以下の点を考慮するように記されている。すなわち、 「人口増加と人類のニーズと需要 増加と多様化 ために水が人類 関心を高めてい こと、 世界の利用可能 淡水資源が限られていること、そしてそれら 資源の維持と保護がすべての国 重大関心事であ
）（（
（
」である。
この勧告後二〇年にも及ぶ法典化の作業と、世界の著名な国際法学者による一五の報告書が出された後、国際水路
の非航行的利用法に関する草案
（一九九四年のＩＬＣ草
案
）（（
（
）
が採択された。国連総会は、一九九四年の草案にもとづい
て、条約を交渉するための作業委員会を招集する決定を行い、一九九六年と一九九七年の二回会合を開き、その後一九九七年五月二一日に「国際水路の非航行的利用に関する条
約
）（（
（
」
を採択した。この採択における投票結果は、賛成
一〇三、棄権二六、反対三、欠席三一であった
（
表
2参
照
）（（
（
）。この条約に反対した三カ国は、ブルンジ、トルコ、中国
であった。これら国々の 票は上流国であることに帰することができるかもしれな
い
）（（
（
。条約の投票に棄権したボリ
ビア、エチオピア、マリ、タンザニアはいずれも上流国であり、他方、エジプト、フランス、パキスタン、ペルーといった国々も棄権し が その理由は、条約が損害回避を衡平で合理的な利用の原則より 軽視しているという点で上流
三七二
表2　国連水路条約（1997年）の投票記録
発起国
（（（）
賛　成
（（0（）
棄　権
（（（）
欠　席
（（（）
反対
（（）
アンティグア・
バーブーダ
アルバニア マダガスカル アンドラ アフガニスタン ブルンジ
アルジェリア マラウイ アルゼンチン バハマ 中国
バングラデシュ アンゴラ マレーシア アゼルバイジャン バルバドス トルコ
ブータン アンティグア・
バーブーダ
モルジヴ ボリビア ベリーズ
ブラジル アルメニア マルタ ブルガリア ベニン
カンボジア オーストラリア マーシャル諸島 コロンビア ブータン
カメルーン オーストリア モーリシャス キューバ カボヴェルデ
カナダ バーレーン メキシコ エクアドル コモロ
チリ バングラデシュ ミクロネシア連邦 エジプト 北朝鮮
デンマーク ベラルーシ モロッコ エチオピア ドミニカ共和国
フィンランド ベルギー モザンビーク フランス エルサルバドル
ドイツ ボツワナ ナンビア ガーナ エリトリア
ギリシア ブラジル ネパール グアテマラ ギニア
グレナダ ブルネイ オランダ インド レバノン
ホンジュラス ブルキナファソ ニュージーラン
ド
イスラエル モーリタニア
ハンガリー カンボジア ナイジェリア マリ ミャンマー
イタリア カメルーン ノルウェー モナコ ニジェール
日本 カナダ オマーン モンゴル パラオ
ヨルダン チリ パプアニューギ
ニア
パキスタン セントキッツ・
ネイビス
ラオス コスタリカ フィリピン パナマ セントルシア
ラトビア コ ー ト ジ ュ ボ
ワール
ポーランド パラグアイ セントヴィンセ
ント及びグレナ
ディーン諸島
リヒテンシュタ
イン
クロアチア ポルトガル ペルー セネガル
マレーシア キプロス カタール ルワンダ ソロモン諸島
メキシコ チェコ 韓国 スペイン スリランカ
ネパール デンマーク ルーマニア タンザニア スワジランド
オランダ ジブチ ロシア連邦 ウズベキスタン タジキスタン
ノルウェー エストニア サモア マケドニア
ポルトガル フィジー サンマリノ トルクメニスタ
ン
韓国 フィンランド サウジアラビア ウガンダ
ルーマニア ガボン シエラレオネ ザイール
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スーダン グルジア シンガポール ジンバブエ
スウェーデン ドイツ スロバキア
シリア ギリシア スロベニア
チュニジア ギアナ 南アフリカ
イギリス ハイチ スーダン
アメリカ ホンジュラス スリナム
ウルグアイ ハンガリー スウェーデン
ヴェネズエラ アイルランド シリア
ベトナム インドネシア タイ
イラン ト リ ニ ダ ー ト・
トバゴ
アイルランド チュニジア
イタリア ウクライナ
ジャマイカ アラブ首長国連邦
日本 イギリス
ヨルダン アメリカ
カザフスタン ウルグアイ
ケニア ヴェネズエラ
クウェート ベトナム
ラオス イエメン
ラトビア ザンビア
レソト
リベリア
リビア
リ ヒ テ ン シ ュ
タイン
リトアニア
ルクセンブルク
出所：Alistair Rie-Clarke et al., UN Watercourses Convention User’Guide, （0（（, p. （（.
三七四
国に有利であることを懸念したためであ
る
）（（
（
。しかし下
流国がすべてエジプトやフランスなどと同様の立場をとっているかというと必ずしもそうではなくて、イラク、オランダ、ポルトガル、南アフリカといった条約を批准した国々の多くは下流国であった
（
表
3参照）
。
国際水路非航行的利用法条約は一〇六カ国の賛成
で採択され、現在は発効し 。条約が採択されてから一〇年後の二〇〇七年の時点では、
表
3に示
され いるように、一五カ国が加盟 になっ るにすぎなかった。しかし、その後 少しずつ増え、二〇一四年五月一九日にベトナムが加入し、発効に必要な三五カ国が加盟国となった
（
表
4参照）
。
条約の第三六条によると、三 カ 目が承認・受諾・加入・批准してから九〇日を経過した後に発効することになっていたので、国際水路非航行的利用条 は二〇一四年八月一七日 発効した。
さて、国際水路非航行的利用法条約の全体的な構
表3　国際水路非航行的利用法条約の締約国（2007年）
国　名 地　域 締約国となった年月日
南アフリカ アフリカ （（（（ 年 （0 月 （（ 日
ナムビア アフリカ （00（ 年  （ 月 （（ 日
フィンランド ヨーロッパ （（（（ 年  （ 月 （（ 日
ノルウェー ヨーロッパ （（（（ 年  （ 月 （0 日
ハンガリー ヨーロッパ （000 年  （ 月 （（ 日
スウエーデン ヨーロッパ （000 年  （ 月 （（ 日
オランダ ヨーロッパ （00（ 年  （ 月  （ 日
ポルトガル ヨーロッパ （00（ 年  （ 月 （（ 日
ドイツ ヨーロッパ （00（ 年  （ 月 （（ 日
シリア 中東 （（（（ 年  （ 月  （ 日
レバノン 中東 （（（（ 年  （ 月 （（ 日
ヨルダン 中東 （（（（ 年  （ 月 （（ 日
イラク 中東 （00（ 年  （ 月  （ 日
カタール 中東 （00（ 年  （ 月 （（ 日
リビア 中東 （00（ 年  （ 月 （（ 日
出所：Salman M. A. Salman, The United Nations Watercourses Convention Ten 
Years Later: Why Has its Entry into Force Proven Difficult? in: Water 
International, vol. （（, Nr （, （00（, pp. （─ （（.
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表4　国際水路非航行的利用法条約の締約国（2014年 8月）
国　名 調　印 承認（AA）・受諾（A）・加入（a）批准
ベニン （0（（ 年  （ 月  （ 日 a
ブルキナファソ （0（（ 年  （ 月 （（ 日 a
チャド （0（（ 年  （ 月 （（ 日 a
コートジヴォワール （（（（ 年  （ 月 （（ 日
デンマーク （0（（ 年  （ 月 （0 日 a
フィンランド （（（（ 年 （0 月 （（ 日 （（（（ 年  （ 月 （（ 日 A
フランス （0（（ 年  （ 月 （（ 日 a
ドイツ （（（（ 年  （ 月 （（ 日 （00（ 年  （ 月 （（ 日
ギリシア （0（0 年 （（ 月  （ 日 a
ギニアピサウ （0（0 年  （ 月 （（ 日 a
ハンガリー （（（（ 年  （ 月 （0 日 （000 年  （ 月 （（ 日 AA
イラク （00（ 年  （ 月  （ 日 a
アイルランド （0（（ 年 （（ 月 （0 日 a
イタリア （0（（ 年 （（ 月 （0 日 a
ヨルダン （（（（ 年  （ 月 （（ 日 （（（（ 年  （ 月 （（ 日
レバノン （（（（ 年  （ 月 （（ 日 a
リビア （00（ 年  （ 月 （（ 日 a
ルクセンブルク （（（（ 年 （0 月 （（ 日 （0（（ 年  （ 月  （ 日
モンテネグロ （0（（ 年  （ 月 （（ 日 a
モロッコ （0（（ 年  （ 月 （（ 日 a
ナミビア （000 年  （ 月 （（ 日 （00（ 年  （ 月 （（ 日
オランダ （000 年  （ 月  （ 日 （00（ 年  （ 月  （ 日 A
ニジェール （0（（ 年  （ 月 （0 日 a
ナイジェリア （0（0 年  （ 月 （（ 日
ノルウェー （（（（ 年  （ 月 （0 日 （（（（ 年  （ 月 （0 日
パラグアイ （（（（ 年  （ 月 （（ 日
ポルトガル （（（（ 年 （（ 月 （（ 日 （00（ 年  （ 月 （（ 日
カタール （00（ 年  （ 月 （（ 日 a
南アフリカ （（（（ 年  （ 月 （（ 日 （（（（ 年 （0 月 （（ 日
スペイン （00（ 年  （ 月 （（ 日 a
スウェーデン （000 年  （ 月 （（ 日 a
シリア （（（（ 年  （ 月 （（ 日 （（（（ 年  （ 月  （ 日
チュニジア （000 年  （ 月 （（ 日 （00（ 年  （ 月 （（ 日
イギリス （0（（ 年 （（ 月 （（ 日 a
ウズベキスタン （00（ 年  （ 月  （ 日 a
ヴェネズエラ （（（（ 年  （ 月 （（ 日
ベトナム （0（（ 年  （ 月 （（ 日 a
イエメン （000 年  （ 月 （（ 日
出所：United Nations Databases, http://treaties.un.org/pages/UNTSOnline.aspx?id=（
三七六
成は、第Ⅰ部序
（第一─四条）
、第Ⅱ部一般原則
（第五─一〇条）
、第Ⅲ部計画措置
（第一一─一九条）
、第Ⅳ部保護・保存
及び管理
（第二〇─二六条）
、第Ⅴ部有害な状態及び緊急事態
（第二七─二八条）
、第Ⅵ部雑則
（第二九─三三条）
、第Ⅶ部
最終条項
（第三四─三七条）
となっている。ここでは、 「衡平で合理的な利用」の原則と損害防止規則に焦点を絞って、
それに関連する条文について検討したい。
第一条の条約の適用範囲は、 「この条約は、国際水路とその水の航行目的以外の利用、及びこのような利用に関連
する保護・保存・管理措置に適用する」
（第一項）
と規定し、 「他の利用が航行に影響を与え、又は航行によって影響
を受け 場合を除いて」
（第二項）
、航行には適用されな
い
）（（
（
。第二条の「定義」は、 「水路」と「国際水路」及び「水路
国」 定義している。 「水路」と 「その物理的関連性のゆえ一つの統一体を構成し、また通常、共通の最終的な流出口に流入する表流水及び地下水の系をいう。 」また「国際水路」
（
international w
atercourses ）
とは、 「その一部が複数
の国家に所在する水路を う
）（（
（
。 」ヘルシンキ規定書では第一条で「国際河川流域」
（
international drainage basin ）
という
用語を使用していたのに対して、ここでは「国際水路」が採用されたが、その点に いては、ＩＬＣが「国際河川流域」の用語に関 各国 意見 聴取した結果、最終的 は「国際水路」 採用された
）（（
（
（表
5参照）
。そして「水路国」
とは、 「その領域内 際水路の一部が所在するこ 条約の当事国、又は一又は複数 加盟国 領域内に国際水路の一部が所在する地域的な経済統合のための機関である当事者をいう。 」 「水路 の定義にある「地域的な統合機関」は、ＥＵの参加を可能にするという作業グループの意向をＩＬＣの草案に追加し 用語である
）（（
（
。
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表5　国際水法の原則の比較
ヘルシンキ規則
（（（（（ 年）
ILC 草案条項
（（（（（─（（（（ 年）
国連条約
（（（（（ 年）
内　　容 航行的利用と非航行
的利用
非航行的利用
非航行的利用
定　　義 国際河川流域 国際水路系 国際水路系
・すべての支流を含
めた表流水
・表流水に関連する
地下水
・被圧地下水
・表流水
・すべての支流
・表流水とだけ関連
する不圧地下水
・被圧地下水ではな
いもの
・表流水
・同じ流出口に至る
地下水
水
・被圧地下水ではな
いもの
利用原則 限定された領土主権：
衡平な利用
・（（（（ 年：所有共同
体だが、完全に実
施されなかった。
・（（（（ 年：衡平な利
用
衡平な利用
既存の利用 既存の利用に対する
条件的な優位
既存の利用に対する
条件的な優位の拒否
既存の利用に対する
条件的な優位の拒否
損害回避原則 独立した損害回避規
則は存在しない
・（（（（ 年： 確 認 可
能な損害（実質的
損害がない）
・（（（（ 年： 適 切 な
注意の行使と重
大な損害
適切な注意（第 （0
条、（（ 条Ⅱ項）
利用原則と損害
回避規則との関
係
衡平な利用の優位 損害回避原則の優位
衡平な利用原則の優
位
生態系保護 なし あり あり
通報義務
勧告、“情報の提供”
義務的通報、あるい
は同意なくして実施
なし
義務的通報、あるい
は同意なくして実施
なし
紛争解決 紛争予防と紛争解決
のための勧告メカニ
ズム
広範な義務的規則 事実調査
出所：Hilal Elver, Peaceful Uses of International Rivers, Transnational Publishers, （00（, p. （（（─ 
（（（.
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第三条「水路協定」は六項から構成されているが、マッカーフリーによると、四つの機能をも
つ
）（（
（
。第一に、この条
約はすでに存在する協定の下における当事国の権利と義務に影響を与えないことを明らかにしている。 しかしながら、それは条約の締約国になる国に対して、条約の基本原則 既存の協定の調整を促すことを求めている。これは、第一項と第二項の規定であ
る
）（（
（
。第二に、条約の当事国が「水路協定」と呼ばれる「特定の国際水路又はその一部の特徴と
利用」に の条約の一般原則を「適用し、調整す 」ことを示唆してい
る
）（（
（
。この規定は、条約の「枠組」的な性格を
認めているが、これが枠組条 であ という意味は それが特定の水路の条件やこれらの水路を共有する国の要求に適用するように作ら ている 的な原則及び規則を示唆している点にあり、オゾン層保護や気候変動に関する枠組条約などとは異なって の は議定書 通じて実施されることを想 していな
）（（
（
。
第三条の三番目の機能は、特定の水路国が国際水路に関する協定に加入している間、その水路に関して他国の利用
に「著しく悪影響を与える 場合には他国の同意を得るものと規定している である。ただし、第六項に規定されているように、非当事国 、それらの権利と義務が当事国と非当事国の双方によって共有される水路に関して、他国の間の水路協定 影響されな
い
）（（
（
。第三条の四番目の機能は、第五項の規定にあるように、水路国が水路協定の締結の
ために誠実に交渉するために協議に入 のは、水路国が特定の国際水路 特徴と利用のために条約規定の調整と適用が必要であるとみなす場合である。
第四条「水路協定の当事国」は、第一項で「いずれの国も、国際水路全体に適用する水路協定の交渉に参加し、そ
の当事国になり、また、関連 る協議に参加する権限を有する」 規定している点で、 際水路全体に適用される協定を取り上げ、第二項で「水路の一部にのみ、もしくは特定のプロジェクト、計画又は利用に適用される水路協定
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実施により、著しく影響を受ける場合には、かかる協定に関する協議に参加する権限を有する」と規定している点で、「水路の一部にのみ、もしくは特定のプロジェクト、計画又は利用に適用される」協定を取り上げている
）（（
（
。
さて、第Ⅱ部「一般原則」には、 「衡平かつ合理的な利用」の原則が含まれており、この条文は、水路法に関する
基本的な法的原則を扱っている。第五条第一項は以下のように規定している。 「水路国は、その領域内において、国際水路を衡平かつ合理的な方法で利用する。特に、水路国は、関連す 水路国の利害関係を考慮し、水路の適切な保護を両立させて、国際水路の最適かつ持続可能な利用を達成し、国際水路からの便益を得るために国際水を利用し、開発する。 」そして第二項は、 「水路国は、国際水路の衡平かつ合理的な方法で 利用、開発及び保護に参加する。かかる参加には、この条約が定める水路の利用権と水路の保護・開発の協力の義務が含まれ
る
）（（
（
」
と規定している。ここ
での「衡平で合理的な利用」という は、よく知られているように、ハンガリーとスロバキア 間のドナウ川の分流をめぐるガブチコヴォ・ナジュマロシュ計画事件において 司法裁判所によって支持されたものであ
る
）（（
（
。この判
決のなか 、 「 に関して、パラ一四七では、第五条第二項を引用しており、パラ一五〇では以下のように述べてい 。すなわち、 「補償によって“可能な限り”不法 行為の結果のすべ が解消さ ねばならない。この場合、両当事国 不法な行為の結果が“可能な限り”解消されることにな のは、それら がドナウ川 共有水資源 利用において協力を再開 る場合 そして多目的計画が 水路の利用、開発及び保護のために調整 一つの共通の単位とい 形で、衡平で合理的な方法で実施される場 であ
る
）（（
（
。 」
しかし、裁判所の判決は、第七条の損
害回避義務については言及し いな
）（（
（
。
第六条「衡平かつ合理的な利用に関連する要
素
）（（
（
」
は、国際水路の利用が衡平で合理的である場合に考慮されねばな
三八〇
らない要素のリストである。
⒜
　
地理的、水路的、水文的、気候的、生態的要素及び自然的性質を有するその他の要素
⒝
　
関連する水路国の社会的、経済的ニーズ
⒞
　
各水路国における 依存人口
⒟
　
ある水路国における水路 利用が他の水路国に与える影響
⒠
　
水路の現行利用及び潜在的利用
⒡
　
水路の水資源の保全、保護、開発及び効率的利用並び かか 目的のためにとられた措置に要する費用
⒢
　
特定の計画された又は現行の利用の、比較的価値 ある代替策の入手可能性
第二項は、 「協力の精神で協議に入る」という重要な義務について規定し、そして第三項では、 「何が合理的で衡平な利用であるかを決定する際、すべての関連要素が同時に考慮され、結論は全体に基づいて導かれる」としている。
さて、第七条「重大な損害を与えない義
務
）（（
（
」
は、以下のように規定している。第一項は、 「水路国は、自国領域内
にある国際水路を利用する際、他 水路国に対して重大な損害を与えることを防止するために、すべての適切な措置をとる」と規定し、第二項は、 「水路国は、自国 水路利用 他の水路国に対して重大な損害を与える場合、このような利用 関する協定がない場合には 第五条と第六条の規定を適切に尊重しつつ、影響を受けた国と協議の上で、その損害 除去し又は緩和するために また適切な場合 は補償の問題を検討するためにすべての適切な措置をとる
）（（
（
」
と規定している。
この七条の規定は、条約全体のなかでもっとも論争的な規定であったといわれている。つまり、第五条の「衡平で
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合理的な利用」の原則と第七条の「損害防止義務」は、しばしば対立的な規定としてみなされ、一般に、上流国は第五条の「衡平で合理的利用」を支持したのに対して、下流国は第七条の損害防止規則を支持していたからである。ナイル川に関してみると、下流国であるエジプトは歴史的にナイル川の水を優先 に利用し、水に関する条約でその既得権を確保し、上流国にそれが侵害され ことを懸念してきたが、上流国であるエチオピアは利用が制約されていたために衡平で合理的な利用を主張してい
る
）（（
（
。こうした上流国と下流国の利害対立がこの二つの原則と義務の間の対立
となって表れている。またユーフラテス・チグリス川流域に関 てみると、上流国であるトルコの立場は基本的には「衡平で合理的な利用」と「重大な損害の回避」という原則に依拠するものであるが、 「衡平で合理的な利用」の原則を優位に置く領土 対する国家主権の立場に近いもの った
）（（
（
。
問題なのは、いずれの規則が優越するのかという点であるが、マッカーフリーはこの問題に回答することは困難で
あるとしてい
る
）（（
（
。その理由に関しては、作業グループの妥協的な定式化のために、条約の多くの修飾語や文言が二つ
の関連性を曖昧にしている点を指摘してい
る
）（（
（
。しかしながら、条約全体をみると、両者が対立した場合には、損害防
止規則が衡平で合理的な利用の規則よりも優越することは いとしている。その根拠は、第七条第二項の「第五条と第六条の規定を適切に尊重 つ
つ
）（（
（
」
という文言にあるという。すなわち、損害を引き起こす国はそれを緩和するため
の措置をとることによって、衡平で合理的な利用という結果を達成す ことを目的にすべきであることを示唆しているからであ
る
）（（。またマッカーフリーは、損害防止規則が優越性をもたないという見解は第一〇条によっても支持され
るとする。というのは、第一〇条「異種の 間の関係」は、 「国際水路の の間に抵触
（
conflict ）
がある場合、こ
のような抵触は、 五 ないし第七 を参照
）（（
（
」解決されると規定しているからである。
三八二
この点に関しては、Ｓ・サルマンも同様の見解を主張してい
る
）（（
（
。 「条約の第五条と第六条は、衡平で合理的な利用
を取り上げている。こうして、第七条第二項は、にもかわらず重大な損害が他の水路国家に生じた場合には、衡平で合理的な利用の原則を正当に顧慮することを求めている。その条項はまた、損害を引き起こすことが一定の場合に許容されるのは、補償の可能性が考慮され 場合である点を示唆している。し がって、条約の第五条、第六条、第七条を注意深く読むならば、 損害防止の義務が衡平で合理的な利用の原則に従属してきたという結論に至る。それゆえ、ヘルシンキ規則と同様に、衡平で合理的な利用の原則は、国連水路条約の基本的・指導的な原則であるという結論に導かれうる
）（（
（
。 」
ところで、一九九七年五月に条約が採択されたときには、一〇六カ国が採択に賛成したのに、その後各国が条約の
調印や批准に遅れたのは、 どのように理由によ ものなのか。 サルマンは、 条約 規定 さまざまな解釈や誤認があり、これらの解釈や誤認が各国の調印、批准、受諾を遅らせた原因であるとしてい
る
）（（
（
。またＬ・カフリッシュは、採択に
賛成した国 三分の一にとって 国際水路が重要でない一方、大きな利害を有している国は締約国になっていない点を指摘している
）（（
（
。たとえば、国際水路に大きな利害を有しながら締約国になっていないのは、エジプト、イスラエル、
中国、ロシア、アルゼンチン、ラオス、カンボジア、スイス、オーストリア、スロバキア、ルーマニアなどである。
サルマンによれば、発効を遅らせた大きな理由は、 「衡平で合理的な利用」と損害回避との関係における上流国と
下流国の見解の相違である。作業グループ 到達した二つ 原則 関する妥協は国連 承認過程を促進した点は事実であるが、上流 は依然と て、第七条 規定をもって条約が下流国 有利なものであると考えていた。これに対して、すでに触れたように上流国の多くは、この損害回避義務について 規定が自国に不利であると考えていた。こう
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した条約をめぐる解釈の問題が発効を遅らせた点である。
条約が下流国に有利であるという偏った見解に関連しているもう一つの点は、条約の通報義務が下流国に有利であ
り、 上流国のプロジェクトや計画に対して下流国に拒否権を与えているという理解である
）（（
（
。一般的な理解においては、
上流国だけが下流国への水流の質と量に影響を与えることによって下流国に損害を与えうるがゆえに、通報は下流国の排他的な権利であるとされてい 。しかし、サルマンによれば、これは誤った見解であり、国際水条約一般、あるいはこの条約に関する基本的な誤解の一つであるという。本条約の第Ⅲ部の第一二条は、悪影響を与え 計画措置に関する通報に関する規定 り、 「水路国は、他 水路国に重大な影響を与える計画措置を実施し、又はそれを許可する前に、被影響国に対してかかる措置について時宜を得た通報 行
う
）（（
（
」
と規定している。条文では、確かに「水
路国が他の水路国に重大な影響を与え 計画措置」と規定し、上流国と の区別はしていないが、 「計画措置」という場合、上流国におけるダムや水力発電所等の建設が一般的な事例であるため 、下流国 上流国による利用によって引き起こされる水質と水量の変化の物理的影響を受ける傾向にあることが、通報 関する上流国の誤解を生みやすいということも事実である
）（（
（
。
サルマンによれば、条約に消極的な国が存在する第三の問題は、条約が既存の協定を扱ってきた方法であるとい
う
）（（
（
。前述のよう 、条約は第三条第一項で、有効な協定から生じる水路国の権利と義務に影響を与えないとしている
にもかかわらず、条約は締約国に対して、必要な場合には こう 協定と条約 基本原則を調和化す の考慮を求めている
（第三条第二項）
。それはまた、水路国家に対して、特定の国際水路の特徴と利用に条約の規定を適用し
調整する協定の交渉を始めることを認めている。さらに、条約は、すべてではないが何カ国が協定の締約国であ 場
三八四
合、こうした協定のいずれもが、こうした協定の締約国ではない水路国の条約の下での権利と義務に影響を与えない、と述べている。しかし、既存の協定の当事国ではない流域国は、条約がこれらの協定を条約の規定に従属させることで両者の間の一貫性を求めてきたと考えている。要するに、既存の協定がある場合、それに関連する水路国は基本的には、本条約の基本原理に従うことになる可能性が高いということが、懸念された点である。
第四の点は、流域国のなかには、条約の紛争解決規定があまりに弱すぎると主張する国もあれば、それとは対照的
に、条約の第三三 第三〜九項における事実調査方法が強制的 あ とし、これが主権国家の権利を妨害してい と主張する国も存在する いうことで、 いずれにしても条約における紛争解決の規定に満足していないという点である。しかし、第Ⅵ部第三三条「紛争解決」においては、第一項で、 「この条約の解釈又は適用に関して二カ 又はそれ以上の当事国間 紛争が発生 場合、関係当事国は、適用する協定 存在する場合を除いて、以下の規定に従い、平和的手段で紛争を解決することをめざす」と規定し、そして 二 は、 「関係当事国は そのいずれかの要請による交渉によって合意に達しない場合、共同して、第三者の斡旋を求め、第三者 よる仲介又 調停を要請し、もしくは適切な場合、関係当事国による設置される共同水路機関を利用することが き もしくは 仲裁又は国際司法裁判所に付託することができ
る
）（（
（
」
としている点を考慮すれば、そして条約が枠組条約であることを前提とすれば、こ
の紛争解決の規定は 理的 あるといえ
）（（
（
。
条約の理解に関する第五の誤解の領域は、条約の下における地域的な経済統合機構を含む「水路国」という用語の
拡大された定義に関するものである。前述のように、第二条 は、水路国に関して、 「その領域内に国際水路の一部が所在する条約の当事国、又は複数の加盟国の領域内 国際水路の一部が所在す 地域的な経済統合のための機関
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ある当事者」をいうと規定している。しかし、国家のなかには、ＥＵのような地域経済統合機関を「水路国」に含めることに疑問を呈した国もあったようである。
このように、条約に関する解釈上の問題が条約の発効を遅らせてきた要因であると考えられるが、いくつかの国が
条約の締約国になることに消極的なもう一つの理由は、 共有する水路に対する主権 喪失という不安である。実際に、条約の草案についての総会での議論において領土内の国際水路に対する国家主権への言及がなかったということで条約を批判した国が存在したよう あるが、このような考え方 絶対的な領土主権という国際法の原則を長い間拒絶してきた現代の国際法の基本原則を理解できない とを示している。というのは、 現在一般に求められている考え方は、「限定された領土主権」という考え方よりも、 「協力と効果的な依存性の積極的な精
神
）（（
（
」、あるいはすべての流域国が
国際水路において利益 共同体を形成しているという「利益共同
体
）（（
（
」
の考え方にもとづいて決定されるべきであると
いう点にあるからである。
国際水路非航行的利用法条約は、一九九七年の採択以来、国際水路に関する地域協定に大きな影響を与えてきた。
たとえば南部アフリカ開発共同体
（ＳＡＤＣ）
の一九九五年の「南部アフリカ開発共同体
（ＳＡＤＣ）
地域における共
有水路系に関する議定書」
（
P
rotocol on shared w
atercourse system
s in the southern A
frican developm
ent com
m
unity （
SA
D
C
）
regio
）（（
（
n ）
においては、序文で「国際河川水利用のヘルシンキ規則およびＩＬＣの国際水路非航行的利用法に関する活
動に留意して」 謳っており、国連条約の規定の多くを取り入れ い
る
）（（
（
。このような国連の法典化に影響を受けた
他の協定として、一九九五年のメコン協定、二〇〇二年のセネガル川水憲章、二〇〇二年のサバ川流域枠組協定二〇〇三年のビクトリア湖議定書、二〇〇八年のニジェール川流域水憲章などが存在す
る
）（（
（
。また法典化は、流域国間
三八六
に協定あるいは紛争の存在いかんにかかわらず、交渉を容易にしてそれに影響を与えるという側面を有している。法典化が行われ と、そこでの規範は慣習的な規則が記されていない規範、あるいは法典化されていない規範よりも明確で決定的なものとして作用する
）（（
（
。
Ⅲ
　
ベルリン規則と水資源の総合的管理
一九六六年にＩＬＡによって承認された国際河川の利用に関するヘルシンキ規則は、国境を越えた水の利用と開発
に適用される基本的な国際法として、国際河川流域水の衡平で合理的な利用の規則を具体化したものである。このヘルシンキ規則は、一九九二年の国連欧州経済委員会のヘルシンキ条約
（越境水路及び国際湖沼の保護及び利用に関する条
約）
、一九九七年の国際水路非航行的利用法条約、そしてメコン川協定といった地域協定に影響を与えてき
た
）（（
（
。国際
水路非航行的利用法条約は、国際水路 衡平な利用、損害回避、紛争の 和的解決 どの原則を採用し、南部アフリカ、南アジア、ヨーロッパにおける水に関連する地域協定に影響を与えてきた
）（（
（
。
一九九二年の国連欧州経済委員会のヘルシンキ条約
（越境水路及び国際湖沼の保護及び利用に関する条約）
は、 前文で、 「越
境水路及び国際湖沼の保護及び利用が重要かつ緊急 任務」であるとし、第一条 、越境影響として「人の健康と安全、植物、動物 土壌、大気、水、気候、景観、史蹟又はその他の物理的構造物 諸要素間の相互作用に対する影響が含まれる」とし、第二条では 越境水域の合理的 衡平な利用を確保し、生態系の保全及び回復の確保を 定してい
る
）（（
（
。また一九九九年に国連欧州経済委員会の「一九九二年の越境水路及び国際湖沼の保護及び利用に関する条約
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についての水と衛生に関する議定
書
）（（
（
」
が採択され、このなかには予防原則、汚染者負担の原則、世代間の衡平、情報
へのアクセス、公的参加、水への衡平なアクセス、弱い立場の人々の保護の原則などの規定が含まれている。この議定書はまたすべ 人々の飲料 アクセス、衛生の提供を保証している。
このように、一九六六年のヘルシンキ規則採択後、慣習国際法の変化はきわめて顕著で、世界の水資源問題に適用
できる慣習国際法は拡大と深化を遂げてきた。また一九八〇年代以降明らかになったことは、ＩＬＡが採択した規則が拡大し、同じ問題 原則となる規定が複数の法的文書のなかに分散されている点であ 一九八〇年、ＩＬＡのベオグラード会期では、二つの規則を採択したが 一つは国際水路水の流れに関するもの り、もう一つは他の自然資源の環境的な要素に対する国際的な水資源の関係にかかわるも である。また一九八二年のモントリオール会期では、国際的な流域水の汚染に関する単独の条項が採択された。そして一九八六年のソウル会期では、 「国際水資源への適用可能な補完的規則」が採択されたが、それはヘルシンキ規則の適用に関す 一定の原則を明らかにする意図をねらいとしたものであった
）（（
（
。
ＩＬＡは、このような認識に立って、ヘルシンキ規則の包括的な修正と改訂が必要であると考えた。二〇〇四年八
月二一日に、 ＩＬＡはベルリンでの会合で、 淡水資源 適用される慣習国際 概要として 「ベルリン水資源規則」
（
T
he 
W
ater R
ules on W
ater R
esources ）
を採択した。ベルリン規則は、 かなり包括的かつ詳細で、 一四章七三条から構成され、
ヘルシンキ規則と国際水路非航行的利用法条約を超える水資源に関 る まざまな問題を取り上げ
（
表
6参照）
、国際
的な水資源管理レジームに関する新しいパラダイム 提起してい といってよいだろう。そして前文では、ＩＬＡ水資源委員会がヘルシンキ規則採択後四〇年近くにわたる経験を取り入れてい 旨を記している
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表6　ベルリン水資源規則の構成
前文
取扱上の覚書
第Ⅰ章　適用範囲
　第 （ 条　適用範囲
　第 （ 条　規則の履行
　第 （ 条　定義
第Ⅱ章　全ての水の管理に適用される国際法の基本原則
　第 （ 条　個人の参加
　第 （ 条　共同管理
　第 （ 条　統合的管理
　第 （ 条　持続可能性
　第 （ 条　環境的損害の最小化
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ベルリン規則の特長は、この規則が国内外を問わずすべての水域の管理に適用可能であるという点、そしてこのこ
とは国際河川、国際流域、そして越境地下水を扱っていた以前のＩＬＡの作業からの大きな変更であるという点である
）（（
（
。またベルリン規則は、第Ⅱ章「全ての水域の管理に適用される国際法の基本原則」では、全ての水域に関連する
問題、表流水・地下水・及び他の水域の共同管理、持続的な水域管理、環境への損害の予防とその最小化、他の資源管理と水資源管理の統合を扱っている。ここでの という用語に関して、ベルリン規則の第三条第一四項で、 「水域の 」と「水域を管理すること」の意味内容は「水域の開発、利用、保護 配分、規制、統制」を含むものとされている。したがって、ヘルシンキ規則及び国際水路非航行的利用法条約とこのベルリン規則との違いは、前者が合理的で衡平な利用における各流域国の権利を強調しているのに対して、後者は合理的で衡平な方法で共有された水路を管 する義務を強調してい 点にある
）（（
（
。
ヘルシンキ規則及び国際水路非航行的利用法条約とこのベルリン規則とを比較した場合、もう一つの大きな問題点
は、衡平で合 な利用と他の流域国に対する損害回避義務との関連である。すでにみてきたように ヘ シ キ規則は第五条において合理的で衡平な利用の原則を規定し、第一〇条では衡平な利用と損害回避義務の関連について規定していたが、基本的には衡平な利用を優位に置いていた。また国際水路非航行的 法条約においても、第五条で衡平で合理的な利用 つ 規定し、第七条で損害回避義務について独立して規定していた は え、衡平で合理的な利用を優位に置いていた。
それに対して、ベルリン規則では、第八条「環境的損害の最小
化
）（（
（
」
で、国家は環境的損害を防止し最小化するため
にあらゆる適切な措置をとると規定し、第一二条「衡平な利用」では 「流域国は 他の 国へ重大な損害を生じ
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させない義務に正当な考慮を払い、衡平で合理的な方法で国際河川流域の水を管理するものとする」と規定している
）（（
（
。さらに第一六条「越境的損害の回避」では、注釈で「各国はその活動から生じる他国への重大な損害を回避し防
止すべきであるという慣習国際法の基本原則を示している」としている。
これらの点か みると、サルマンがいうように、ベルリン規則において、衡平で合理的な利用の原則が損害回避
義務に従属させた
か
）（（
（
、あるいは同等に扱っているように思われる。ただし両者の関連については、第一二条の注釈
（
C
om
m
entary ）
では、以下のように記している。
「国際水路条約の草案におけるもっとも論争的な問題、すなわち衡平の利用の原則と損害回避義務との関係を解決するために、国連水路条約に関す もう一つの変更を採用した
（第一六条）
。ここで採用された表現は、国際河川
流域水の衡平で合理的な配分 権利がその水の利用において一定の義務を伴うということを強調している。このようなヘルシンキ規則からの表現上 変更は越境的な資源 利益 共有する権利を退けるものではない。それどころか、それは、他 流域国への損害回避を適切に考慮し がら衡平で合理的な方法で行為す ことによって果たされる義務には、共有する権利が伴うということを認めている。これらの義務の相関関係は、個々の事例ごとに個別的に、とりわけ第一三条と第一四条で表現されている手順を考量することによって、解決されなければならな
）（（
（
。 」
この表現のなかには確かに曖昧な点が含まれているが、サルマンは結論的 は、ベルリン規則は各原則を他の原則に相互に従属させることによって、二つの原則、すなわち衡平で合理的 利用の原則と損害回避義務の原則が同等であることを提起してい とす
る
）（（
（
。言い換えれば、ヘルシンキ規則と国際水路非航行的利用法条約は衡平で合理的な利用
の原則を損害回避義務よりも優位に置いていた に対して、ベルリン規則 は、これらの原則に優劣 つけず、さま
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ざまな要因を比較衡量して個々の事例に応じて個別的に判断すべきであるとしたということができる。このことは、しかし、 ヘルシンキ規則及び国際水路非航行的利用法条約の重要な変更であったということができる
）（（
（
。この意味では、
二つの原則の関係が明確になったというよりも、両者の原則をめぐる問題に曖昧さを残したということもできよう。それだけにとど らず、今後は、両者の原則をめぐってすでに発効された国際水路非航行的利用法条約 の整合性という問題も浮上してくる可能性がある。
ベルリン規則を全体的に概観すると、そこでの環境規定はかなり包括的であり、これまでの国際水路法関係の統合、
そして国際環境法、 国際人権法、 国際水法の総合化をめざすものとなっているとさえいえる。というのは、 第Ⅳ章「人の権利」では、水へのアクセス権、公衆参加と情報アクセス、 プロジェクト又は水プログラム よって移動 人や共同体への補償義務を取り上げ、第Ⅴ章「水生環境 保護」では、生態的保全、外来種の保護、有害物質、水質基準の確立などを扱い、第Ⅶ章「極限状況」では、汚染事故 洪水、旱魃 取り上げているからであ 。
おわりに
これまでヘルシンキ規則、国際水路非航行的利用法条約、ベルリン規則といった一連の水関連の規則あるいは条約
について検討してきた。一方においては、確かに、国際水法 関するレジームは歴史的に発展し進化してきているといえるだろう。そ 国際流域での紛争解決のための原則やルールも だいに各国に拡大・浸透し、グローバルなレベルで規範とし 共同主観化されてきているように思われる。しかし他方で 世界に二六三の国際流域が存在する
三九三
水の国際レジーム（星野）
かで、協力的な流域ガバナンスの枠組はその半数以下であり、しかも国際社会は必ずしも共有水資源の利用と保護に関して一般的に適用可能な条約について合意することに成功していない。水資源の利用がグローバルなレベルで制約されていくなかで、紛争解決の手段をルール化し、いかにして水資源を衡平で合理的に利用するのかという問題は、ますます国際社会の重要な課題と っている。そう たな で、ベルリン規則のように、これまでの国際水法を総合化するような試みは、今後グローバル レベルで 将来的な水資源不足や食料不足を考慮すると、大いに評価されるべきであ 。
また国際水路及び水資源に関する包括的な条約が存在しない現在、そして水資源の利用が世界的に困難となってい
る状況にある現在、水の位置づけをめぐっての問題、たとえば水は国際公共財と 万人に保障されるべき人権として位置づけるの
か
）（（
（
、それとも市場でのニーズあるいは商品として位置づけにとどまるのかという問題に対する一定の
国際的な合意が必要となっている。もちろん、水資源に関しては、人権か商品かとういう単純な図式では解決できない問題であるが、水資源の配分を市場原理にだけ頼る現在 状況においては、水へアクセスできない 々が増えるだけである。それへの対策はグローバルなレベルで問題にしなくてはならな であろう。た えば、ベルリン規則の第Ⅳ章「人の権利」の第一七条 、 「すべ の個人は、個人 生命維持に必要 人間的なニーズを満たすために、十分で、安全で、良好で、物理的に利用可能で、入手可能な水の権利を有する」と規定し、各国は水へのアクセス権の履行を保証するものとするとしている。その意味でも、ベルリン規則は今後ＩＬＡの努力によって将来的にさらに精緻化した形 国際レジームとなること 期待される。
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D
raft articles on the law
 of the non-navigational uses of international w
atercourses and com
m
entaries thereto and resolution 
on transboundary confined groundw
ater, （（（（, in: Y
earbook of the International L
aw
 C
om
m
ission, （（（（, vol.
Ⅱ. この草案に
は、草案条項への注釈が付けられている。
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（（）
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onvention on the L
aw
 of the N
on-N
avigational U
ses of International W
atercourses. ［以下
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N
 W
atercourses C
onvention ］
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（0）
A
listair R
ie-C
larke et al., U
N
 W
atercourses C
onvention U
ser ’G
uide, （0（（ ［以下
R
ie-C
larke et al. （
（0（（ ） ］
, p. （（.
（
（（）この点に関して、 マッカーフリーは、 中国とトルコは現在の論争における上流国の立場に帰することができるとしているが、ブルンジについて紛らわしいのは、ナイル川流域の白ナイルにおける国として、それほどエジプトやスーダンに影響を与えていないためであるとしている（
M
cC
affrey （
（00（ ）, p. （（（ ） 。
（
（（）
Salm
an M
.A
.Salm
an, U
nited N
ations W
atercourses C
onvention T
en Y
ears L
ater: W
hy H
as its E
ntry into F
orce P
roven 
D
iffi
cult?, in: W
ater International, V
ol. （（, N
r （., （00（ ［以下
Salm
an （
（00（b ） ］
, p. （.
（
（（）
U
N
 W
atercourses C
onvention, art. （. 尚、国際水路非航行的利用法条約の邦訳（抄訳）については、前掲地球環境法研究
会編『地球環境条約集』第四版、広部和也・臼杵知史編集代表『解説・国際環境条約集』三省堂、二〇〇三年、奥脇直也・小寺彰 集代表『国際条約集』有斐閣、二〇一四年、田中則夫・薬師寺公夫・坂元茂樹編集代表『ベーシック条約集』東信堂、二〇一四年を参照。
（
（（）
U
N
 W
atercourses C
onvention, art. （.  『地球環境条約集』第四版、四一九頁。
（
（（）
R
ie-C
larke et al. （
（0（（ ）, p. （（.  「国際流域河川」 （
international drainage basin ）という用語に反対した国の主張は、その用
語の使用によって、水の利用の規制だけでなく、領土の利用の規制を生じるおそれがあるというものであった。尚、ヘル
三九七
水の国際レジーム（星野）
ンキ規則、ＩＬＣ草案、国際水路非航行的利用法条約の比較に関しては、表
（参照。
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（（）
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cC
affrey （
（00（ ）, p. （（0.
（
（（）
M
cC
affrey （
（00（ ）, p. （（0.
（
（（）第三条第一項と第二項の規定は以下のとおりである。第一項「反対の定めを有する協定がある場合を除いて、この条約のいかなる規定も、水路国がこの条約の当事国になった日に効力を有していた協定から生じる水路国の権利又は義務に何ら影響を与えるものではない。 」第二項「一の規定 もかかわらず、一にいう協定の当事国 必要があれば、かかる協定とこの条約の基本原則と 調整を考慮することができる。 」 （地球環境法研究会編『地球環境条約集』第四版、四一九頁）
（
（（）第三条第三項は以下のとおりである。第三項「水路国は、特定の国際水路又はその一部の特徴と利用にこの条約の規定を適用し、調整する一又はその以上の協定（以下水路協定という）を締結することができる。 」 （地球環境法研究会編『地球環境条約集』第四版、四一九頁）
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（00（ ）, p. （（（.
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（00（ ）, p. （（（.
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（（）
U
N
 W
atercourses C
onvention, art. （.  マッカーフリーによれば、作業グループは、第三条第一項の規定についてはＩＬＣ
の草案を修正することはなかったが、第二項についてはかなり緩和されたとしている。作業グループの草案委員会の委員長は、以下のように説明しているという。す わち、第二項の「適切な場合には
w
here appropriate 」という言葉が示唆して
いる点は、他 水路国が締結した協定に関して、第三国によるその協議への参加がすべての場合において、 文についての実際的な交渉への参加や協定の当事国 なることには至らな と うことである。そのさい委員長が指摘した点は、実際問題として、 「提案された協定のなかの若干の規定だけが よる水路の利用に影響を与えるような場合に、こ 国がこうした規定に関してだけで当事国になる可能性は い」 いうこと ある（
M
cC
affrey （
（00（ ）, p. （（（ ） 。
（
（（）
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N
 W
atercourses C
onvention, art. （. 『地球環境条約集』第四版、四二〇頁。
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affrey （
（00（ ）, pp. （（0
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（（（. Salm
an （
（00（b ）, p. （.  山田卓平「緊急事態と対抗措置──ガブチコヴォ・ナジュマロシュ
計画事件」 （小寺彰・森川幸一・西村弓編『国際法判例百選［第二版］ 』有斐閣、二〇一一年所収）参照 尚、衡平 利用とガブチコヴォ・ナジュマロシュ計画事件に関しては、
Ibrahim
 K
aya, E
quitable U
tilization, A
shgare, （00（, pp. （（（
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（ を参照
三九八
されたい。
（
（（）この判決の引用は、
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cC
affrey （
（00（ ）, p. （（0
による。
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（（）
Salm
an （
（00（b ）, p. （.
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U
N
 W
atercourses C
onvention, art. （. 『地球環境条約集』第四版、四二〇頁。
（
（（）「損害
harm
」の用語の定義に関しては、第七条では規定されていない。第二一条では、 「重大な損害」に関して、 「人間の
健康又は安全、水の有益な利用、もしくは水路の生物資源に対する損害」と規定している。マッカーフリーによれば、ＩＬＣは「利用の現実的な侵害が存在しなければならず、すなわち、たとえば影響を受けた国における公衆衛生、産業、財産権、農業あるいは環境に対する有 な影響である」と記しているが、さらに損害には、汚染、魚の回遊の障害、対岸での活動によるもう一方の岸の侵食 上流での森林伐採による塩化、水流の妨害、河川上流での水路建設によって引き起こされる川床の侵食、他の流域国の活動による河川 生態系への悪影響、ダムの決壊なども含まれる。そして損害は影響を受ける国が上流国と下流国いずれ 場合も存在 ので、損害防止義務 二方向的である。
M
cC
affrey （
（00（ ）, p. （（（.
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（（）
U
N
 W
atercourses C
onvention, art. （. 『地球環境条約集』第四版、四二〇頁。 「適切な配慮義務」 （
the obligation of due 
diligence ）に関して、ＩＬＣの前掲の注釈では、最近の事例として、スイス政府が適切な配慮義務を怠ったと認めた一九八
六年のライン川汚染事故を挙げている（
D
raft articles on the law
 of the non-navigational uses of international w
atercourses 
and com
m
entaries thereto and resolution on transboundary confined groundw
ater, （（（（, p. （0（ ） 。
（
（0）ナイル川をめぐる条約とガバナンスに関しては、星野智「ナイル川流域のハイドロポリティクス」 （ 『法学新報』第一二〇巻第一・二号、二〇一三年）を参照された 。
（
（（）この点については、星野智「ユーフラテス・チグリス川をめぐるハイドロポリティクス」 （ 『経済学論纂』第五一巻第三・四号合併号、二〇一一年）を参照されたい。
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（（）この条約に関して上流国が必ずしも「衡平で合理的な利用」を優位に置いているとは考えていない点について、Ｌ・カフリッシュは、以下のように記している。 「新しい基本原則 、多く 下流域国によって、十分 中立的 も であると考えられているが、損害防止を衡平で合理的な利用に従属させることを示唆するものではない。多くの上流国 そ 反対のこ
三九九
水の国際レジーム（星野）
とを考えている。すなわち、その基本原則は、こうした従属性という考え方を支持するほど強いものである。 」 （
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. C
aflisch,
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egulation of the uses of international w
atercourses
”, in:S.Salm
an and L
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hazournes （
ed. ）, International 
W
atercourses, E
nhancing C
ooperation and M
anaging C
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ashington D
C
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orld B
ank T
echnical P
aper, N
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Salm
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（00（b ）による。
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onvention, art. （.  『地球環境条約集』第四版、四二〇頁。
（
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 W
atercourses C
onvention, art. （0.  『地球環境条約集』第四版、四二〇頁。
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 of international w
atercourses: achievem
ents and challenges, in: L
aurence B
oisson de C
hazournes, 
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hristina L
eb and M
ara T
ignico （
eds. ）, International L
aw
 and F
resh W
ater, E
dw
ard E
lgar, （0（（, p. （（.  さらに
C
aflisch
は
発効を遅らせる障害となっている事実に関して以下の点を指摘している。すなわち、一九九七年の条約が効果的となるのは、同じ国際水路の上流国と下流国の双方によって批准される必要があるが、これまでは例外的なものになっている（ライン川をめぐるフランス、ドイツ、オランダは批准しているが、スイスは批准していない） 。
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 W
atercourses C
onvention, art. （（. 『地球環境条約集』第四版、四二一頁。
（
（（）サルマンによれば、 「一般に認められていない点は、下流国による利用と権利の主張によって引き起こされる将来的な水利用の潜在的な排除によって上流国が損害を被りうるということであ 。たとえば、もし豊かな下流国が協議も通報もなしに現在において開発を進めれば、貧しい は、国際水路の将来的な水資源の開発から除外され ことになる。このことは、広く理解されていないにもかかわらず、公平で合理的 利用の原則と損害回避原則 間の明確な関係を確立する国際法 重要な原則である」としている（
Salm
an （
（00（b ）, p. （ ）.
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an （
（00（b ）, p. （0.
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atercourses C
onvention, art. （（. 『地球環境条約集』第四版、四二三頁。
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（（）マッカーフリーは、 「絶対的な領土主権」 、 「絶対的な領土保全」 、 「限定された領土主権」 、 「利益共同体」という四つの国際水路法の理論的基礎のうち、 「限定された領土主権」の考え方よりも「利益共同体」の考え方が利点を有するとしている。国際水路法の理論的基礎に関するマッカーフリーの捉え方に関しては、
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cC
affrey （
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rotocol on shared w
atercourse system
s in the southern A
frican D
evelopm
ent C
om
m
unity （
SA
D
C
）
region. （
http:w
w
w
.
africanw
ater. org/SA
D
C
）この一九九五年の議定書は二〇〇〇年に修正および更新された。尚、
SA
D
C
議定書の第二条の「一
般原則」では、第二項で、 「共有水路と関連する資源の衡平な利用 おける共同体の利益（
com
m
unity interests ）の原則を
尊重し守る」と規定しており、国際水路法における「利益共同体」あるいは「利害の共同体」いう原則を採用している。尚、ＳＡＤＣの加盟国は、タンザニア ザンビア、ボツワナ、モザンビーク、アンゴラ、ジンバブエ、レソト、スワジランド、マラウイ、ナンビア、モーリシャス 南アフリカ、コンゴ マダガスカル セーシェルの一五カ国である。
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D
ellapnna and G
upta （
（00（ ）, p. （（.  メコン川流域の持続可能な開発のための協力に関する協定の第五条では、 「合理的か
つ衡平な利用」に関して規定してい （前掲『解説・国際環境条約集』三省堂、二〇〇三年、一八七頁参照） 。
（
（（）バングラデシュとインドの間の一九九六年のガンジス河水配分協定、国連欧州経済委員会の一九九九年の水と健康に関する議定書、一九九五年の「南部アフリカ開発共同体（ＳＡＤＣ）地域における共有水路系に関する議定書 （二〇〇〇年に修正・更新）などである。
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rotection and U
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ransboundary W
atercourses and International L
akes, done at H
elsinki, on （（ 
M
arch （（（（.  この条約の抄訳は、 『地球環境条約集』第四版所収。
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ater and H
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onvention on the P
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se of T
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atercourses and 
四〇一
水の国際レジーム（星野）
International L
akes, done in L
ondon, on（（ June （（（（.
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Salm
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Salm
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（00（a ）, p. （（（.
（
（（）
Salm
an （
（00（a ）, p. （（（.  ベルリン規則第五条は以下のように規定している。 「水路国は、その領域内において国際水路を衡
平かつ合理的に利用する。特に、水路国は関連する水路国との利害関係を考慮し、水路の適切な保護と両立の上、国際水路の最適 持続可能な利用を達成し、国際水路から便益を得るためにそれを利用し開発する。 」
（
（0）「損害」概念に関しては、ヘルシンキ規則では、第一〇条「衡平な利用原則」で重大な損害として「水汚染」を挙げており、国際水路非航行的利用法条約では、第二一条「汚染の防止、削減及び規制」で、重大な損害として「人間の健康又は安全、 水の有益な利用、 もしくは水路の生物資源に対する損害」と規定しており、 それ以上の具体的な規定が存在しなかったが、ベルリン規則では、環境的損害（第八条）と「越境的損害」 （第一六条）いう概念を使用している。第八条では、環境的損害についての具体的な記述はないが、注釈（
C
om
m
entary ）では、 「この条文は他の種類の損害ではなく環境的損害を最小化す
る広い義務」としており、第一六条「越境的損害 回避」では、注釈で「各国はその活動から生じる他国への重大な損害を回避し防止すべきであるという慣習国際法の基本原則 示している」としてい 。
（
（（）第一三条「衡平で合理的な利用の決定」では、第一二条の意味における衡平で合理な利用は、それぞれの特定の事例においてすべての重要な要因を考慮して決定されるべきであるとし、以下の九つの要因を挙げてい 。⒜地理的・水界地理学 ・水文学的・水文地質学的・気候的・生態的およびその他の自然的特徴
　
⒝関連する流域国の社会的・経済的なニーズ
　
⒞各
流域国の国際河川流域水へ依存してい 人口
　
⒟ある流域国の河川流域水の利用あるいは用途の他の流域国への影響
　
⒠国
際河川流域水の既存の利用と潜在的利用
　
⒡国際河川流域の水資源の保存・保護・開発および利用の節約とこれらの目的を
達成するための措置の費用
　
⒢他の選択肢、類似の有用物、特定の計画された利用又は既存の利用、これらの利用可能性
　
⒣提案された利用又は の持続可能性
　
⒤環境的損害の最小化。
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四〇二
（
（（）サルマンによると、国際水路法の専門家のなかには、ヘルシンキ規則の原則を破棄することによって、衡平な利用の原則を損害回避原則に従属させたと捉えるものもある［
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